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 要　　旨 
 　発達障がいを持つ学生の就労支援に関する調査や研究が各大学で行われている。しかし，診断を大
学には開示していない学生や，特性が高いが自覚や診断がない学生を対象に含めている就労支援プロ
グラムの報告は少ない。南山大学ではこのような学生が自発的に参加できるように，参加条件を設け
ず，個別配慮に根ざした就労支援プログラムを展開している。本研究では，就労支援プログラムに参
加する学生の発達障がい，抑うつ傾向に関する実態調査と，プログラム介入の効果測定を目的として
同意を得られた学生に対するアンケート調査を行った。結果は，参加学生の発達障がい傾向は低く，
抑うつ傾向が非常に高かった。介入効果として，抑うつの緩和と将来の見通しを持ちやすくする可能
性が示唆された。しかし，調査対象者が少なく，統計的説得力に課題が残った。 
 はじめに 
 　近年，発達障がいを持つ学生の大学進学率が向上し，何らかの合理的配慮を必要とする学生が増
加していることが示されている（独立行政法人日本学生支援機構 2016）。一方で，その次の段階，
つまり，大学から社会への就労移行がスムーズにおこなわれていない現状が指摘されており， 1）3） 。
単位修得のための修学支援だけでなく，就労支援を含む大学卒業，進路決定までの様々な支援が求
められている。 
 　発達障がいを持つ学生の就労支援に関する研究や調査は各大学で開始され，いくつもの報告があ
るが 1）7）17）21） ，診断を受けている学生について述べられているものや，特性と職業決定の関連をみる
調査が多く，実際の就労支援に関する報告は少ない。中でも診断を受けているが大学には開示して
いない学生や，特性が高いが自覚や診断がない学生を対象に含めている就労支援プログラムの報告
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は少ない。しかし，発達障がい特性を持つ学生は，適切な情報収集が苦手であったり，コミュニケー
ションスキルが未熟であることから，就職活動で躓きやすい可能性が指摘され 6）8）20） ，未診断であっ
たり，自分の困難さに気が付いていない学生が支援の窓口に結びつかないまま不適応に陥ってしま
う可能性がある。 
 　南山大学瀬戸キャンパス保健室では，2014年度より個別配慮に根ざした就労支援プログラムを
開始した。2017年度のキャンパス統合により，瀬戸キャンパス保健室は名古屋キャンパス保健室
に合併されたが，対象学部を広げ，就労支援プログラムを継続している。診断や自覚はないが発達
障がい特性のために就職活動において困難を抱えやすい学生や，診断を受けてはいるが大学に開示
していない学生が就労について不安を抱いた時に自発的に参加しやすいよう，診断の有無を条件に
せず，オープンに学生募集を行っている。筆者らはいずれも保健センターに所属し，修学支援コー
ディネーターとして発達障がい傾向をもつ学生の大学生活を包括的にサポートしているが，修学支
援事業のひとつとして就労支援プログラムのコーディネートも行っている。しかし，実際にどのよ
うな心理特性をもつ学生が参加しているのかを定量化したことはなく，また，このような就労支援
プログラムの実態調査に関する報告は非常に少ない。 
 　そこで，本研究では，修学支援部署主催の就労支援プログラムを，参加条件なしでオープンに学
生募集を行い，参加学生の発達障がい傾向や抑うつ傾向を，アンケート調査を用いて実態を調査す
る。また，個別配慮に根ざした就労支援プログラムの介入効果の検証を目的とする。 
 対象と方法 
 　就労支援プログラムに参加した学部生，院生 18名のうち，アンケート調査の同意が得られ，参
加前後で質問票の回答が得られた学生を対象とした。 
 Ⅰ）就労支援プログラム 
 　発達障がい者，精神障がい者への就労移行支援経験が豊富な外部講師 2名を招き，講座の講師担
当と，個別相談会での相談員担当を分担してもらった。講座は 2回連続講座として，春学期と秋学
期に 1回ずつ開催した。ただし，学生の参加しやすさを鑑みて単発での参加も可とした。個別相談
会は春学期と秋学期に各 4回，大学の長期休暇期間を除いて月 1回の頻度で実施した（表 1，2）。
自覚はしていないが発達障がい特性が高く，就職活動に不安を感じている学生が参加しやすいよう，
表 1　個別相談会および連続講座の日程と概要
個別相談会 日程 概要
4月 全日程のガイダンスおよび個別相談会。
5月～ 12月 講座および就職活動全般についての相談に応じる。
連続講座
5月，6月 主に 4年生対象。書類や面接のポイントについて。
10月，11月 主に 3年生以下対象。職業・自己理解について。
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発達障がいの有無等の参加条件は設けていない。講座あるいは個別相談，または両方への参加，単
発あるいは複数回での参加など，様々な形態での参加を可能として周知した。周知方法は，学内で
のチラシ掲示と，大学 HPへの掲載が主である。 
 　筆者は，学生からの参加受け付けや参加目的の聴取など，参加学生のコーディネートを担当した。 
 Ⅱ）アンケート調査 
 　各学生の就労支援プログラムの参加申込時にアンケート調査について説明をした。同意の得られ
た学生に対して参加前のアンケート調査を実施した。参加前にアンケート調査を実施した学生に対
しては，参加後にもアンケート調査を実施した。学生が希望するプログラムへの参加をすべて終了
した後を参加後とした。 
 （1）発達障がい傾向 
 ①自閉症スペクトラム傾向 
 　若林ら 18） の自閉症スペクトラム指数日本語版（Autism-Spectrum Quotient：以下 AQ）を用いて
参加学生の自閉スペクトラム症（Autistic Spectrum Disorder：以下 ASD）傾向を測定した。AQは
健常範囲の知能を持つ成人の自閉症傾向の程度を測定することを目的としており，ASDを特徴づ
ける 5領域「社会的スキル」「注意の切り替え」「細部への注意」「コミュニケーション」「想像力」
から成り立っている 19） 。回答は，「あてはまる」，「どちらかといえばあてはまる」，「どちらかとい
えばあてはまらない」「あてはまらない」の 4件法で求め，得点が高いほど ASD傾向が高いとされる。 
 ②注意欠如・多動性障がい傾向 
 　DSM-Vの診断基準に従った注意欠如・多動性障がい（Attention Deficit-Hyperactivity Disorder：
以下 ADHD）特性項 18項目をもちいて，参加学生の ADHD傾向を検討した。DSM-Vでは，不注
意症状を示す 9項目のうち 17歳以上では 5個以上に当てはまり 6カ月以上持続している者，また
は多動性 /衝動性症状 9項目のうち 17歳以上では 5個以上に当てはまり 6カ月以上持続している
者が診断基準を満たすとされている。今回は持続期間は問わず，診断基準の 18項目について「全
くない」，「たまにある」，「しばしばある」，「頻繁にある」の 4件法で回答を求めた。「全くない」「た
まにある」を該当なし，「しばしばある」「頻繁にある」を該当あり，ととらえた。 
 （2）抑うつ傾向 
 　参加学生の抑うつ傾向と，就労支援プログラムの介入効果による推移を測定するため，うつ病
（抑うつ状態）自己評価尺度である The Center for Epidemiologic Studies Depression Scale（以下
CES-D）を用いた。CES-Dはアメリカの国立精神保健研究所により開発され，一般人のうつ病の発
見を目的とした尺度である。質問文が表す気分や身体の状態について，過去 1週間にどの程度持続
したか 4件法（「ない」「1～ 2日」「3～ 4日」「5日以上」）で回答を求める。点数が高いほどうつ
状態が重く，抑うつを識別する得点は 16点とされている 9） 。 
 （3）職業未決定状態 
 　就労支援プログラムの介入効果を測定するため，下山（1986）の職業未決定尺度を用いて職業未
決定の状態の推移を調べた。職業未決定尺度は 6つの下位項目から成り立っている。下位項目は，
職業意識が未熟で将来の見通しがなく職業選択に直面出来ない状態である「未熟」，職業決定に直
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面して不安になり情緒的に混乱した状態である「混乱」，当面のところは職業決定を先延ばしにし
たいという状態の「猶予」，積極的に模索している状態である「模索」，自らの関心や興味について
深く考えず，努力をしない安直な職業選択態度を示す「安直」，職業選択に関して既決の状態を示
す「決定」とされ，各項目について「あてはまる」，「どちらともいえない」，「あてはまらない」の
3件法で回答を求める 11） 。（1）～（3）を『就活塾』参加前に実施し，（2）～（3）を終了時に実施
した。 
 　研究プロトコールは南山大学「人を対象とする研究」の研究審査委員会の承認事項に則り，本研
究はこれに従って行われた。 
 結　　果 
 　アンケート調査に同意し，回答が得られた学生は 18名中 4名であった（回答率 22.2％）。 
表 1　対象学生の概要
事例 性別（年齢） 相談相手 居住形態 就活状況 利用状況（回数） 参加経緯
1 男（24） 有 実家 非就活生 個別（3）／講座（4） 継続
2 女（20） 無 実家 就活生 個別（4）／講座（1） 新規
3 男（24） 有 実家 就活生 個別（7） 継続
4 女（21） 有 実家以外 就活生 個別（3） 継続
 　合計 4名が参加し，男性 2名女性 2名であった。 
 　大学生活について相談する相手がいる学生が 3名（75％），いない学生が 1名（25％）であった。 
 　居住形態は，実家暮らしの学生が 3名（75％），独居ではないが実家以外で暮らしている学生が
1名（25％）であった。 
 　2016年度卒業予定で企業の選考に臨む学生を就活生とした。就活生が 3名（75％），次年度以降
卒業予定の非就活生が 1名（75％）であった。 
 　利用回数平均は 5.5回であり，4名全員が複数回参加していた。 
 　講座，個別相談会の両方に参加した学生は 2名，個別相談会のみに参加した学生は 2名であった。 
 　修学支援の利用歴がなく，就労支援プログラムのチラシを見て自発的に参加した学生を新規とし
た。新規参加学生が 1名（25％），修学支援の利用歴がありコーディネーターから参加を促した継
続参加学生が 3名（25％）であった。 
 Ⅰ）アンケート調査 
 　事例別の各質問紙の結果を表 2に示す。 
 ①　自閉症スペクトラム指数日本語版（AQ-J） 
 　4名の平均得点（標準偏差）は 18.00（± 0.70）点であり，識別点である 33点を下回った。 
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 ②　注意欠如・多動性障がい特性項目 
 　4名中 3名は，DSM-Vの ADHD診断基準のうち，0～ 4項目に該当した。 
 　1名は 11項目に該当した（不注意 8項目，衝動性多動性症状 3項目）。 
 ③　抑うつ状態（CES-D） 
 　4名の，就労支援プログラム参加前平均得点は 26.75（± 12.50）点であった。4名のうち 3名が
識別点である 16点を上回っていた。識別点に達しなかった学生は 1名であり，非就活生であった。
個人間の，参加前後での得点変化を図 1に示す。 
 　参加前で識別点を上回っていた 3名は，参加後に全員得点が減少した。得点が減少した 3名のう
ち，有意差が認められたのは事例 3（p＜ 0.01）と事例 4（p＜ 0.01）であった。事例 2は有意差
が認められなかった。 
 　事例 2，4は減少後も識別点を上回る得点だった。 
表 2　事例別アンケート結果一覧
AQ ADHD CES-D 職業未決定（前／後）
事例 前 後 未熟 混乱 猶予 模索 安直 決定
1 19.00  0.00 11.00 12.00 16.00 10.00 22.00 21.00 10.00 11.00 16.00 16.00 15.00 11.00 5.00  9.00
2 18.00  3.00 25.00 17.00 15.00 14.00 18.00 16.00 16.00 15.00 14.00 10.00 14.00 13.00 5.00  7.00
3 18.00 11.00 25.00  7.00 15.00  8.00 19.00 23.00 10.00  7.00  9.00  9.00 17.00  8.00 9.00 12.00
4 17.00  2.00 46.00 33.00 16.00 15.00 19.00 14.00 12.00  9.00 11.00 10.00 12.00 16.00 4.00  5.00
平均 18.00  4.00 26.75 17.25 15.50 11.75 19.50 18.50 12.00 10.50 12.50 11.25 14.50 12.00 5.75  8.25
SD  0.70  4.18 12.50  9.75  0.50  2.86  1.50  3.64  2.45  2.96  2.69  2.77  1.80  2.92 1.92  2.58
図 1　CES-D，就労支援プログラム参加前後での個人間得点の変化
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 ④　職業未決定尺度 
 　4名全員の，参加前後での各尺度間の平均得点変化を見ると，決定尺度得点が上昇し，その他の
下位尺度は減少した（図 2）。決定尺度の前後得点差には有意差が認められた（p＜ 0.05）。その他
の下位尺度には有意差は認められなかったが，未熟尺度得点の前後得点差には有意傾向が認められ
た（p＝ 0.05）。 
 　有意傾向が認められた未熟尺度において個人得点差を見ると，事例 1（p＜ 0.05）と事例 3（p＜ 0.01）
において得点が減少し，有意差が認められた。事例 2，4には有意差は認められなかった。有意差
が認められた決定尺度では，個人間には有意差が認められなかった。 
 考　　察 
 Ⅰ）参加学生の実態について 
 　今回の対象学生 4名は全員が就労支援プログラムを複数回利用していた。このことからは，就労
に対する意欲が高いか，あるいは就労に対する困り感が高い可能性が考えられた。 
 　AQ-Jについては，識別点を上回る学生はおらず，ASD傾向の高い学生はいなかったといえる。
また，ADHDでは，診断基準に該当する項目数を満たす学生は 4名中 1名（25％）だった。そのため，
発達障がい傾向を持つ学生は少なかったが，実態としては ASD傾向の学生よりも ADHD傾向の学
生の参加があったといえる。 
 　ADHD特性と大学生の進路決定との関連を調べた篠田らの研究では 6）8） ，ADHD特性が強いとプ
ランニングや注意深い行動が困難であるため社会生活での失敗経験が増え，不安を抱きやすくなる
ため進路決定にも負の影響を与える可能性が示唆されている。今回の調査で不注意症状の該当項目
図 2　職業未決定尺度下位尺度の平均得点の変化
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数が診断基準を満たした事例 4は，参加前の CED-Dにおいて識別点を上回っていた。何らかの不
適応感や就労に関する困り感を抱き，就労支援プログラムに参加したことが推測され，篠田らの指
摘した，ADHD特性ゆえに進路決定に負の影響を受ける大学生像と重なる部分がある。事例 4も，
不注意傾向が高いゆえに何らかの失敗体験を持ち，社会不適応感あるいは進路決定への不安が大き
い学生だった可能性が考えられた。 
 　抑うつ傾向を見ると，就労支援プログラム参加前の CES-D得点では 4名中 3名が識別点を上回っ
ていた。3名はすべて企業の選考に臨む就活生であった。このことから，特に就活生の抑うつ傾向
は非常に高いといえる。抑うつ得点の高さと，複数回の利用状況を考えると，就労に関する困り感
が高い学生が就労支援プログラムに参加したと考えられた。 
 　また，参加前後ともに CES-D識別点を上回っていた事例 2と 4は 2名とも女性であった。さら
に事例 2は大学生活についての相談相手を有しておらず，事例 4は実家暮らしではなかった。これ
らのことから，企業の選考に臨む就活生の抑うつ傾向を増大させる要因として，性別と相談相手の
有無といったソーシャルサポートが考えられた。 
 　今回の対象学生 4名の結果から読み取れる就労支援プログラム参加学生像は，発達障がいの中で
は ADHD傾向を持つ学生であり，また抑うつ傾向が非常に高く就労に関する困り感を比較的強く
持っている可能性が考えられた。 
 Ⅱ）就労支援プログラムの効果 
 ② ― 1　抑うつについて 
 　4名全員の抑うつ得点平均は実施後には減少し，事例 3，4では有意差が認められた。事例 3，4
は就活生であり，個別相談会にのみ参加していた。したがって，就労支援プログラムのうち，特に
個別相談会が就活生の抑うつ傾向の緩和に効果がある可能性が示唆された。 
 　近年，大学生の抑うつ傾向の増加が問題になっており，抑うつと関連のある要因の検討が数多く
行われている 2）5） 。大学生の抑うつ傾向を軽減させる要因を検討した遠藤ら 2） の調査では，ソーシャ
ルサポートの存在，特に友人関係が重要であることが示唆されている。今回の就労支援プログラム
では，個別相談会を担当する外部講師は 1名だったため，複数回参加した学生は同じ講師と相談を
続けることになった。これが学生にとってはソーシャルサポートの 1つとして存在した可能性が考
えられ，抑うつ傾向の緩和要因の一つになったのではないかと考えられた。 
 　一方で，就労支援プログラムの介入では CES-D得点の減少に有意差が見られず，状態が緩和さ
れなかったと考えられる学生（事例 2）がいた。この学生は参加前後ともに識別点を上回る CES-D
得点となっている。事例 2では，就労支援プログラムの介入前後で CES-D得点は減少したものの
有意差を認めず，介入後においても識別点を上回った。このため，抑うつ状態は継続したと考えら
れた。事例 2の抑うつ状態が継続した要因のひとつに友人からのソーシャルサポートの低さがある
と推測された。事例 2では，大学生活での相談相手を有していないと報告しており，遠藤らの調査
結果により支持される。したがって，大学生活におけるソーシャルサポートが少ない学生の抑うつ
状態の緩和には，就労支援プログラム単独ではなく，ピアサポートや定期的な個別面談などのソー
シャルサポートの導入について多角的な支援を検討する必要があると考えられた。 
 
就労支援を必要とする学生の現状について122
② ― 2　職業未決定について 
 　職業意識が未熟で将来の見通しが持てないでいる「未熟」得点は 4名全員の参加後平均得点の比
較で減少を示し，有意傾向が認められた。個人では事例 1，3に有意差が認められた。事例 1，3は
どちらも男性であり，参加後に抑うつ得点が識別点を下回っていた 2名であった。職業選択の既決
をあらわす「決定」は，4名全員の参加後平均得点で上昇し，有意差が認められたが，個人間では
有意差が認められなかった。 
 　このことから，就労支援プログラムへの参加によって職業や将来に関する見通しが持ちやすくな
ることが示されたが，性別や抑うつ状態と関連がある可能性が示唆された。 
 　一方で，「未熟」尺度と同様に，職業決定に対して消極的・否定的な状態をあらわす尺度である
「混乱」「猶予」「安直」は，4名全員の平均得点こそ参加後に減少したが有意差は認められなかった。
具体的なアドバイスや方法を得ることで職業選択の方法や見通しは持ちやすくなったとしても，職
業を選択することへの不安，先延ばしにしたい気持ち，深く考えることを避けたい気持ちは根強く
残り，内面の変化には時間がかかることが推測された。 
 　また，抑うつと職業未決定状態の関連も示唆されたため，抑うつ傾向の高まりやすい就活生になっ
てからではなく，企業選考に臨む年度以前から職業や進路選択についての知識を取り入れる機会を
持つことが重要ではないかと考えられた。特に，ADHD傾向の高い学生やソーシャルサポートが
少ない学生は，抑うつや高い不安状態になりやすいことが先行研究からも示唆されているため，大
学の最終学年以前から就労支援プログラムに参加してもらえるよう，内容や周知方法を検討してい
くことが必要であると考えられた。 
 Ⅲ）今後の課題と限界 
 　ただし，今回の調査では対象が 4名と少なく，統計的な説得力が不足している。また，回答率も
22.2％と低いため，この結果が就労支援プログラム参加学生の全体像を示しているとはいえない。
そのため次年度も調査を続け，より多くの学生の協力を得ること，実態像の把握と効果の検証を続
けていくことが課題である。 
 Ⅳ）結語 
 　今まで発達障がい学生を見据えて実施してきたプログラムであったが，障がいの有無といった条
件なしでオープンに学生を募集したところ，個別配慮に根ざした就労支援プログラムには発達障が
い傾向のある学生よりも，抑うつ傾向の高い学生の利用が多いことが特徴的であった。プログラム
介入の効果としては，抑うつを緩和させる可能性と，職業選択に関して将来の見通しを持ちやすく
する可能性が示された。 
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